
平成２５年２月２８日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 差押処分取消請求事件 

口頭弁論終結の日 平成２４年１２月２０日 

 

判     決 

原告     Ｘ 

被告     国 

処分行政庁  福岡国税局長 

 

主     文 

 

１ 福岡国税局長が平成２１年１２月２日付けで有限会社Ａに対してした、Ｂ銀行

福岡営業部貸金庫内の動産（指輪及び腕時計）に対する差押処分を取り消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

       事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文と同じ。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は、処分行政庁が有限会社Ａ（以下「Ａ」という。）に対する別紙１租

税債権目録記載の租税債権（以下「本件租税債権」という。）の滞納処分とし

て、本件租税債権につきＡ名義の貸金庫内の別紙２差押動産目録記載の各動産

（以下、同目録記載１の指輪を「本件指輪」、同目録記載２の腕時計を「本件

腕時計」といい、これらを併せて「本件各動産」という。）を差し押さえたこ

とから（以下「本件差押処分」という。）、原告が、本件各動産の所有権はい
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ずれも自己に帰属するなどと主張して、本件差押処分の取消しを求める事案で

ある。 

２ 関係法令の定め 

（１）国税徴収法の定め 

ア 差押えの要件 

次の各号の一に該当するときは、徴収職員は、滞納者の国税につきその

財産を差し押えなければならない（国税徴収法４７条１項）。 

一 滞納者が督促を受け、その督促に係る国税をその督促状を発した日か

ら起算して十日を経過した日までに完納しないとき。 

二 （略） 

イ 差押えの手続及び効力発生時期 

（ア）動産又は有価証券の差押は、徴収職員がその財産を占有して行う（同

法５６条１項）。 

（イ）前項の差押の効力は、徴収職員がその財産を占有した時に生ずる（同

法５６条２項）。 

ウ 捜索の権限及び方法 

徴収職員は、滞納処分のため必要があるときは、滞納者の物又は住居そ

の他の場所につき捜索することができる（同法１４２条１項）。 

（２）国税徴収基本通達の定め（国税徴収法４７条関係） 

ア 差押えの対象となる財産は、差押えをする時に滞納者に帰属しているも

のでなければならない（同関係５）。 

イ 財産が滞納者に帰属するかどうかの判定は、次に掲げる事項を参考とし

て行うものとする。動産にあっては、滞納者が所持していること（民法１

８６条、会社法１３１条参照）。ただし、他人の所有に属することが明ら

かなものを除くこと。（同関係２０（１）） 

３ 前提事実 
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以下の事実は、当事者間に争いがないか、証拠（括弧内掲記のもの）及び弁

論の全趣旨により、容易に認められる。 

（１）当事者等 

ア 原告は、Ｃ（以下「Ｃ」という。）の妻である。 

イ Ａは、Ｃの父であるＤ（以下「Ｄ」という。）が設立した有限会社であ

る。Ｃは、Ｄが平成１８年２月２４日に死亡した後の、同年３月８日、Ａ

の代表取締役に就任した。（弁論の全趣旨） 

（２）Ａに対する租税債権 

被告は、Ａに対し、平成２１年１２月２日、本件租税債権を有していた（甲

１、弁論の全趣旨）。 

（３）本件各動産に対する本件差押処分等 

ア 処分行政庁は、本件租税債権を徴収するために、平成２１年１２月２日、

国税徴収法１４２条１項に基づき、Ａ名義のＢ銀行福岡営業部の貸金庫（以

下「本件貸金庫」という。）内の捜索をし、同法４７条１項、５６条１項

及び２項に基づき、本件貸金庫内にあった本件各動産（なお、本件指輪が

入っていた箱及び袋（甲１５）を含む。）を差し押える本件差押処分をし、

差押調書を作成して、その謄本をＡに交付した（甲１、乙１の１・２、２

の１・２、１５）。 

イ 本件貸金庫内には、前記アの捜索の際、本件各動産のほか、Ｃの所有す

る不動産の権利証も保管されていた（甲７、証人Ｅ（以下「Ｅ」という。）、

弁論の全趣旨）。 

（４）原告による異議申立て 

原告は、平成２２年１月２９日、処分行政庁に対し、本件差押処分につい

て、異議申立て（以下「本件異議申立て」という。）をしたのに対し、処分

行政庁は、同年４月２７日付けで、本件異議申立てを棄却する旨の決定をし

た（甲２、４）。 
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（５）原告による審査請求 

原告は、平成２２年５月２６日、国税不服審判所長に対し、本件差押処分

について、審査請求（以下「本件審査請求」という。）をしたのに対し、国

税不服審判所長は、平成２３年３月３１日付けで、審査請求を棄却する旨の

裁決をし、同年４月５日、その裁決書の謄本が原告に送付された（甲３、６）。 

（６）原告による本件訴訟の提起 

原告は、平成２３年９月５日、本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

４ 主たる争点及びこれに関する当事者の主張 

本件の主たる争点は、本件各動産の所有権が原告に帰属するか否かであり、

後記第３の１のとおり、これが認められない場合には、原告は本件差押処分の

取消しを求める原告適格を欠くことになると解され、これが認められる場合に

は、本件各動産の所有権がＡに帰属することを前提とする本件差押処分は違法

になると解される。 

（原告の主張） 

（１）本件指輪は、原告が祖母から形見分けでもらったものであり、本件腕時計

は、原告自身が購入したものであって、それらをＣが代表取締役を務めてい

るＡ名義の本件貸金庫内に保管していたところ、処分行政庁が本件差押処分

をした。 

（２）本件各動産に関する原告の所有権を裏付ける事情としては、① 原告が、

本件異議申立てをした以降、「指輪は祖母にもらい、腕時計は自身で購入し

た」と一貫して主張しており、本件訴訟においてもその点を明確に述べてい

ること、② 原告の母親のＦ（以下「Ｆ」という。）が、「原告が祖母から

形見分けで指輪をもらったこと」を明確に認めている上、本件異議申立てに

係る調査担当者が、本件指輪の現物はおろか、その写真を用意せずに、Ｆに

対する調査を行ったこと、③ Ｃは「妻の所有物を貸金庫に預け、その事実

は国税局の調査担当者にも伝えていた」ことを終始一貫して、極めて明確に
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供述していること、④ 本件滞納処分には関与していない調査担当者が、そ

の１年以上前である平成１９年にＣから「妻の宝石を貸金庫に預けている」

と聞いており、このことは、貸金庫内に第三者の宝石が存在する事実を把握

していたことを示していること、⑤ Ａの決算書に本件各動産が計上されて

いないこと、⑥ 本件差押処分の当時、本件貸金庫内にＣ個人の不動産権利

証が入っており、それとは逆に、本件貸金庫内にＡの通帳ないし印鑑類が一

切保管されていなかった事実を重視すべきであること、⑦ 原告とＣとは夫

婦であり、本件貸金庫に対して原告自身の支配（間接占有）及んでいると考

えられることからすれば、本件各動産の所有権は、原告に帰属することは明

らかである。 

（３）本件租税債権は、重加算税と過少申告加算税しか存在せず、本件差押処分

に着手する経済的な合理性は極めて乏しく、本件差押処分の妥当性、合理性

には重大な疑義がある。また、本件各動産については、個人名義の権利証書

とは異なり、本件差押処分の時点で明白にＡに帰属しないとは断言できない

財産であったことから、Ｃ個人に対する税務調査を行う材料として、差押え

を強行したものであって、処分行政庁は、本件差押処分の時点において、本

件各動産の所有権が実際にはＡに帰属していない可能性を相当程度認識して

いたはずである。 

（被告の主張） 

（１）貸金庫の内容物の占有に関し、貸金庫の内容物については、貸金庫の契約

者（利用者）が銀行と共同して民法上の占有を有すると解される（最高裁判

所平成●●年（○○）第●●号同１１年１１月２９日第二小法廷判決・民集

５３巻８号１９２６頁）。また、民法１８８条は、占有者が占有物について

行使する権利は、適法に有するものと推定する旨規定し、同法１８６条は、

占有者は、所有の意思をもって占有するものと推定する旨を規定しているか

ら、占有者は、当該占有物について適法に所有権を有することが推定され、
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その推定の効果については、占有者だけではなく、第三者も援用することが

できる。 

本件差押処分の時点において、Ａは、Ａ名義で契約されていた本件貸金庫

内の本件各動産の所有権を適法に有することが推定されることになり、差押

債権者である被告は、この法律上の推定の効果を援用するものである。 

（２）前記（１）の推定を覆すためには、原告において、本件各動産の所有権が

原告にあること（本件各動産に係る所有権取得原因事実）を具体的に主張立

証する必要がある。① 本件各動産の所有権が原告に帰属することを裏付け

る証拠は、原告及びＣの各供述以外にはなく、その各供述はいずれも信ぴょ

う性を欠き、到底信用に値しないこと、② 原告は、本件各動産に係る所有

権取得原因の詳細及び保管状況について、所有者であれば当然知っているは

ずの事実を知らないこと、③ Ｆ及び原告の父親であるＧ（以下「Ｇ」とい

う。）の供述も、原告の主張を裏付けるほどの証拠価値があるとはいえない

ことからすれば、上記推定は覆らないというべきである。 

（３）原告が主張（上記原告の主張（２）④）する調査担当者が本件各動産を実

際にみた事実はなく、原告に帰属することを確認したことはないこと、仮に、

平成１９年１０月１５日以前に、Ｃが本件各動産をＨ銀行の貸金庫から持ち

出し、本件貸金庫に保管するまでの間、自宅に保管していたものであるとし

ても、自宅から本件各動産が本件貸金庫に預け入れられた経緯等について被

告は知るよしがないことからすれば、処分行政庁が、本件指輪の所有権がＡ

に属さないことを明確に知り得たとは認められない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 原告適格の有無について 

（１）本件において、被告は、本件差押処分の取消しを求める原告適格の有無に

ついて明示的に争っていないものの、原告は、本件差押処分の名宛人ではな

いから、原告の原告適格の有無について判断する必要がある。 
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（２）ここで、行政事件訴訟法９条１項の当該処分の取消しを求めるにつき「法

律上の利益を有する者」とは、当該処分により自己の権利若しくは法律上保

護された利益を侵害され、又は必然的に侵害されるおそれのある者をいう（最

高裁平成●●年（○○）第●●号同１７年１２月７日大法廷判決・民集５９

巻１０号２６４５頁参照）。滞納処分としての差押処分の名宛人たる滞納者

ではない第三者が、当該差押処分の対象となった財産の所有権が自己に帰属

するとして当該差押処分の取消しを求める場合には、当該財産の所有権が当

該第三者に帰属すると認めることができるときは、当該第三者は、当該差押

処分により当該財産の管理処分権の行使を制限されるなど自己の所有権を侵

害される者ということができるから、「法律上の利益を有する者」に当たる

ものの、これを認めることができないときは、当該第三者は、特段の事情の

ない限り、当該処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害

されるものとはいえないから、「法律上の利益を有する者」に当たらないと

解するのが相当である。そして、処分の取消しを求める者が原告適格につい

ての立証責任を負うことからすると、原告である当該第三者が当該財産の所

有権が自己に帰属することについての立証責任を負うものと解される。 

（３）したがって、本件差押処分の名宛人ではない原告は、本件差押処分の対象

である本件各動産の所有権が自己に帰属することについて主張立証責任を負

い、これが認められる場合には、本件差押処分の取消しを求めるにつき原告

適格を有するということができる。 

２ 認定事実 

前記前提事実（第２の３）に加え、括弧内掲記の証拠及び弁論の全趣旨によ

れば、以下の事実が認められる。 

（１）本件各動産の形状 

ア 別紙２の本件指輪は、天然ダイヤモンドからなり、その透明度と色は透

明淡黄色、カットの形式はラウンドブリリアントカット、重量は１６.２８
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（刻印）である（乙１２）。 

イ 別紙２の本件腕時計は、ロレックス社の１９７８年製の「オイスター パ

ーペチュアル デイトジャスト」というモデルであって、発売当時の値段

は４００万円であり、いわゆるボーイズサイズに分類される（乙１７、弁

論の全趣旨）。 

（２）Ａの営業状況等 

ア Ａは、原告が代表取締役に就任した平成１８年３月８日当時から現在に

至るまで業務をほとんど行っていない（証人Ｃ、弁論の全趣旨）。 

イ Ａの平成２１年８月３１日時点の貸借対照表の資産の部には、本件各動

産はいずれも計上されていない（甲５）。 

（３）ＡとＢ銀行との間の貸金庫契約 

ア Ａは、平成１５年６月１７日頃、Ｂ銀行支店との間で、貸金庫契約を締

結し、同日頃から平成２０年３月１１日までの間、同支店の貸金庫（以下

「支店貸金庫」という。）を使用した。Ｃは、平成１９年５月２４日及び

同年８月２日にそれぞれ支店貸金庫を開閉した。（甲３、弁論の全趣旨） 

イ Ａは、Ｂ銀行支店が同銀行福岡営業部に統廃合されることに伴い、平成

２０年３月１１日、上記アの貸金庫契約を解約し、同月１８日頃、同福岡

営業部との間で、新たに本件貸金庫に係る貸金庫契約を締結し、同日頃か

ら本件貸金庫の使用を開始した。Ｃは、平成２０年５月１日、同月２１日、

同年８月２９日及び同年９月１０日にそれぞれ本件貸金庫を開閉した。（甲

３、弁論の全趣旨） 

ウ 本件貸金庫の科用料は、Ａ名義の銀行口座から引き落とされていたもの

の、Ｃが実質的にこれを負担していた（乙７、証人Ｃ）。 

（４）ＣとＨ銀行との間の貸金庫契約 

Ｃは、平成１９年５月２８日頃、Ｈ銀行との間で、貸金庫契約を締結し、

同日頃から平成２０年４月３日までの間、同銀行の貸金庫（以下「Ｈ銀行貸
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金庫」という。）を使用した。Ｃは、少なくとも、平成１９年８月２３日及

び同年１０月１５日にそれぞれＨ銀行貸金庫を開閉した。（甲３、弁論の全

趣旨） 

（５）Ｃに対する相続税の調査 

処分行政庁は、平成１９年頃から、Ｄの相続に係る相続税に関する税務調

査（以下「相続税税務調査」といい、同調査の担当者らを「相続税調査担当

者ら」という。）を実施した（弁論の全趣旨）。 

（６）本件差押処分の際の状況 

本件差押処分は、Ｂ銀行福岡営業部副部長の立会の上で、福岡国税局徴収

部特別国税徴収官であるＥの指揮命令の下、同国税局の担当者らにより実施

された。その際、Ｅは、Ａが利用する本件貸金庫に保管されていた本件各動

産についてはＡの占有物と判断し、上記担当者らに対し、本件各動産を差し

押さえるように指示した。また、Ｅは、本件貸金庫に保管されていた不動産

の権利証については、Ｃ名義のものであること、通常は不動産の権利証の差

押えをしないことなどから、これを差し押えなかった。（証人Ｅ） 

（７）本件差押処分に関して行われたＥとＣらとの面談等 

Ｅは、平成２１年１２月１８日、福岡国税局において、原告及び訴訟代理

人弁護士と面談をした。同面談において、Ｃは、Ｅに対し、相続税税務調査

を受けた際、妻の指輪が貸金庫に入っている旨を話したところ、相続税調査

指当者らから、妻名義の指輪であれば、相続税の調査対象とはならない旨の

説明を受けたことなどを説明した。これに対し、Ｅは、相続税調査担当者ら

から聴き取りをし、相続税調査担当者らは、Ｃからそのようなことを聞いた

ものの、実際に指輪をみて確認したわけではないため、本件指輪と同一かど

うかはわからない旨を述べた。（証人Ｅ、証人Ｃ） 

（８）本件異議申立てに関する原告及びＣの陳述内容 

ア 原告は、本件異議申立てに際し、処分行政庁に対し、平成２２年１月２
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７日付けの陳述書を提出した。原告は、同陳述書において、① 本件指輪

に関し、原告の祖母から形見として渡されたものであり、最も大事にして

いたものであること、親からも指輪を大事に持っておくように言われたこ

と、一番安全なところで保管するために本件指輪を本件貸金庫に入れてい

たこと、② 本件腕時計に関し、Ｃとの結婚後、博多か天神で開催されて

いた質流れ市のような催事において数十万円で購入したこと、自分で使う

ためにＣに黙って買ったもので、購入資金は原告の貯金を充てたこと、実

際に着用する機会はほとんどなかったこと、紛失や盗難を心配して本件貸

金庫で保管していたこと、購入時の保証書と箱は処分してしまったことな

どを述べた。（乙５） 

イ Ｃは、本件異議申立てに際し、処分行政庁に対し、平成２２年１月２７

日付けの陳述書を提出した。Ｃは、同陳述書において、① 本件各動産は、

いずれも原告が所有するものであって、Ｃ及びＡとは関係のない財産であ

ること、② 本件指輪に関し、原告が本件指輪をもらった具体的経緯につ

いては詳しく聞いていないものの、原告が形見として大切に扱っていたこ

と、本件指輪はＣが準備した箱に入れて保管していたこと、③ 本件腕時

計に関し、原告が本件腕時計を使用しているところはほとんど見たことが

ないこと、原告が自分で決めて購入したため、Ｃはどこで購入したものか

を知らないこと、④ 本件貸金庫を使用した経緯に関し、本件貸金庫の存

在についてはＤの死亡後に初めて知ったこと、新規に貸金庫契約を締結す

ることは手続が大変であると聞いていたため、家族の貴重品を保管するた

めに使用することにしたこと、⑤ 原告から本件各動産を預かり、本件貸

金庫に保管したこと、⑥ 本件貸金庫の存在については相続税税務調査の

過程において、平成１９年頃、当時の調査担当者らに話をしたことなどを

述べた。（乙６） 

（９）本件異議申立てに関する原告の両親に対する調査 
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ア Ｅを含む本件異議申立てに係る調査担当者ら（以下「異議申立調査担当

者ら」という。）は、平成２２年２月２３日、原告の両親の自宅（鹿児島

県内）に赴き、同所において、Ｆに対し、本件異議申立てに関して調査を

行った上、質問応答書を作成し、Ｆからこれに署名押印を得た。同質問応

答書には、Ｆは、① 原告がその祖母から指輪を贈与されたか否かについ

ての質問に対し、原告が指輪をもらったと言っていたものの、どのような

指輪かはよくわからない旨を回答したこと、② Ｆ以外に原告が指輪を形

見として贈与されたという事実を証言できるかについての質問に対し、他

にはいないと思う旨を回答したこと、③ 原告が金色のロレックスの時計

を購入したことを知っているか否かについての質問に対し、知らない旨を

回答したことなどが記載されている。 

また、異議申立調査担当者らは、上記調査を行うに当たり、本件各動産

の現物や写真を所持していなかった。（乙４、証人Ｅ） 

イ 異議申立調査担当者らは、同日、Ｇに対し、本件異議申立てとは別の滞

納処分に関する調査を行なった上、質問応答書を作成し、Ｇからこれに署

名押印を得た。同質問応答書には、本件各動産の所有権の帰属に関する質

問や回答の記載はない。（乙３、証人Ｅ） 

（１０）本件異議申立てに関するＣに対する聴取 

異議申立調査担当者らは、平成２２年３月３日、Ｃに対し、本件異議申立

てに関する聴取を行った上、聴取書を作成し、同人からこれに署名押印を得

た。同聴取書には、Ｃが本件貸金庫の存在を知ったのは平成１８年２月２４

日以降の約半年以内であること、本件各動産は、平成１８年に支店貸金庫に

保管し、支店統廃合の関係で本件貸金庫に保管したこと、本件各動産を保管

していた貸金庫はＢ銀行だけであること、本件各動産を貸金庫に保管する以

前は、原告が自宅内に保管していたことなどが記載されている。（乙７） 

（１１）本件審査請求に関する相続税調査担当者らに対する聴取 
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国税不服審判所は、本件審査請求に関し、相続税調査担当者らに対して、

本件各動産の写真を見せた上で調査を行った。相続税調査担当者らは、同審

判所に対し、① 平成１９年８月２日にＢ銀行支店に臨場し、Ｃを立会人と

して、支店貸金庫の保管物を確認したが、本件各動産は保管されていなかっ

たこと、② 相続税税務調査において、Ｈ銀行貸金庫の存在を把握したため、

平成１９年８月末頃、同銀行に臨場して確認したところ、同年５月２８日に

貸金庫の使用申込みがされ、同年８月２３日にＣが同貸金庫を開閉している

事実を把握したこと、③ 同年９月にＣに対してＨ銀行貸金庫の内容物の確

認をしたい旨の連絡をした際に、ＣはＨ銀行貸金庫を借りた理由について、

原告の宝石を保管するためであると回答したこと、④ 同年１０月１５日に

Ｈ銀行本店営業部に臨場し、Ｃを立会人として、Ｈ銀行貸金庫の保管物を確

認したが、本件各動産は保管されていなかったこと、⑤ Ｃに対してＨ銀行

貸金庫を同年８月２３日に開閉した理由を尋ねたところ、Ｃは原告の宝石を

持ち出すためと回答したと記憶していること、⑥ Ｃから、原告がその祖母

から形見でもらった貴金属を持っている旨の説明を聞いたので、そのような

経緯により原告が取得したことが間違いなければ、相続税税務調査の対象と

なる相続財産とはならないと説明したこと、⑦ 相続税税務調査において本

件各動産を見たことはないことなどを説明した。（甲３） 

３ 本件各動産の所有権が原告に帰属するか否かについて 

（１）前記前提事実（第２の３（３））及び前記認定事実（２（６））のとおり、

本件各動産は、本件差押処分の当時、Ａ名義で貸金庫契約が締結されていた

本件貸金庫内に入っていたものである。このことから、差押債権者である被

告は、本件各動産についてＡが適法に所有権を有すると推定されるとし、こ

の推定の効果を援用する。 

（２）しかしながら、前記認定事実（２（１））によれば、本件指輪については、

宝石であって一般的に女性が所有するものであり、本件腕時計についても、
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いわゆるボーイズサイズであり（前記認定事実（１）イ）、その大きさから

男女兼用のものであるということができることからすると、女性である原告

がそのような本件各動産を所有していても不自然とはいえない。他方で、前

記認定事実（２（２）ア）によれば、Ａは、平成１８年３月以降平成２１年

１２月の本件差押処分の当時も業務をほとんど行っていなかったというので

あるから、その業務上、本件差押処分の当時に本件各動産を所有していたと

は直ちに考え難い上、本件各動産はいずれも相当程度の資産価値を有するこ

とがうかがわれ、Ａが本件各動産を所有しているとすれば、その会計上に本

件各動産が資産として計上されていてもよいはずであるにもかかわらず、Ａ

の貸借対照表上には本件各動産が資産として計上されておらず（前記認定事

実（２）イ）、他の会計帳簿類に計上されていることをうかがわせるような

事情も見当たらない。さらに、本件貸金庫には、Ｃ名義の不動産の権利証が

入っており（前記前提事実（３）イ）、明らかにＡの所有に属しない物が入

っていたのである。これらの事情を併せ考慮すると、本件各動産の所有権が

Ａに帰属するというのは疑問が残らざるを得ない。 

（３）原告の母であるＦは、その自宅を訪問した異議申立調査担当者らの質問に

対し、原告がその祖母から指輪を譲り受けたと言っていた旨を回答している

のであって（前記認定事実（９）ア）、その異議申立調査担当者らによる調

査の経緯や方法等に照らして、上記のＦの供述は信用することができ、原告

がその祖母から指輪を譲り受けた事実があったこと自体は認めることができ

る。また、Ｆは、原告がその祖母から譲り受けた指輪についてどのような指

輪であったかまでは明らかにしていないものの、当該指輪が本件指輪と異な

ることを述べるものではなく、当該指輪が本件指輪と異なるものであること

をうかがわせるような事情は見当たらない。 

Ｃは、平成２１年１２月１８日のＥとの面談の時点から本件訴訟に至るま

で、一貫して本件各動産の所有権が原告に帰属する旨を述べている上（前記
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認定事実（７）、（８）イ、（１０））、本件異議申立ての際の原告による

本件各動産の入手、保管等の状況についてのＣの供述の内容（前記認定事実

（８）イ）は、具体的であり、かつ特段不自然、不合理な点は見当たらない。

また、本件審査請求に関する相続税調査担当者らに対する聴取の結果（前記

認定事実（１１））によれば、Ｃは、相続税調査担当者らに対し、Ｈ銀行貸

金庫については原告の所有する宝石を保管するために借りた旨、Ｈ銀行貸金

庫を平成１９年８月２３日に開閉した理由について原告の所有する宝石を持

ち出すためである旨を回答したものということができるところ、このような

Ｃの供述は、同月２日の時点では支店貸金庫内に本件各動産が保管されてい

なかったこと（前記認定事実（１１））、Ｃは、同月２３日にＨ銀行貸金庫

を開閉していること（前記認定事実（４））、同年１０月１５日の時点でＨ

銀行貸金庫内に本件各動産が保管されていなかったこと（前記認定事実（４）、

（１１））、Ａは、Ｂ銀行支店の統廃合に伴い、平成２０年３月１８日頃に

同銀行福岡営業部と本件貸金庫に係る貸金庫契約を締結し、同年５月１日以

降、本件貸金庫を開閉していること（前記認定事実（３）イ）といった事実

と整合するものであることからすれば、Ｃは、本件各動産について、これを

保管するために使用を開始したＨ銀行貸金庫に保管していたところ、平成１

９年８月２３日にＨ銀行貸金庫から持ち出して、別途保管した後、平成２０

年５月１日以降に本件貸金庫に入れたものと推認することができる。 

そして、原告は、本件異議申立ての時点から一貫して、本件指輪について

はその祖母から形見分けとして譲り受けたものである旨、本件腕時計につい

てはＣに内緒で催事において購入したものである旨を述べており、このよう

な本件各動産を取得した経緯に係る原告の供述は、本件指輪については具体

的であり、かつ自然であるということができ、本件腕時計についても直ちに

不自然、不合理であるとはいうことができない上、上記のようなＦやＣの供

述とも整合するものということができる。 
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以上に述べたところに加え、本件各動産の所有権が自己に帰属する旨を述

べる原告以外の者は見当たらず、他に本件各動産の所有権が原告以外の者に

帰属することをうかがわせるような事情は見当たらないことからすれば、本

件各動産の所有権が原告に帰属する旨の原告やＣの供述は信用することがで

きるのであって、本件各動産の所有権は原告に帰属すると認めるのが相当で

ある。 

（４）これに対し、被告は、本件各動産を本件貸金庫に保管した経緯について、

本件異議申立ての際、Ｃは、本件貸金庫にＤの死亡後から、あるいは、支店

貸金庫に平成１８年頃から保管していた旨供述していたにもかかわらず（前

記認定事実（８）イ、（１０））、本件訴訟においては、Ｈ銀行貸金庫に保

管していた本件各動産を取り出し、一旦自宅に保管した後、本件貸金庫に保

管した旨供述するなど（証人Ｃ）、本件各動産を貸金庫に預け入れた経緯に

ついて供述を変遷させており、Ｃの供述には信ぴょう性がなく、原告の供述

も、本件各動産に係る所有権取得原因の詳細及び保管状況について、知らな

い、覚えていないなどと供述し、所有者であれば当然に知っているはずの事

実を知っていないと認めざるを得ないなどと主張する。 

この点、本件指輪を保管していた箱の形状、本件腕時計の購入の時期、動

機等についての原告の供述は必ずしも明確ではなく、いささか不自然な点が

あるといわざるを得ない面がある。また、本件腕時計については、その発売

当時の価格が４００万円であるところ（前記認定事実（１）イ）、その発売

から数年が経過した後に催事で購入したとはいえ、その価格が数十万円にと

どまるというのも、直ちに信用し難い面がある上、原告は、本件腕時計の購

入に充てた原資について、本件異議申立ての際には、その貯金を充てた旨供

述していたにもかかわらず（前記認定事実（８）ア）、本人尋問の際には、

現金で購入したと述べている（原告本人）。これらの事情に照らせば、原告

の供述を全面的に信用することについては若干疑問が残らざるを得ない。 

 15 



しかしながら、被告の指摘する本件各動産を本件貸金庫に保管するに至っ

た経緯に関するＣの供述についてみると、相続税税務調査の過程におけるＣ

の相続税調査担当者らに対する回答の内容（前記認定事実（１１））は、本

件訴訟におけるＣの供述に整合するものであり、貸金庫の形状が類似してい

ることなどから記憶が混同し、本件異議申立ての際の陳述内容と供述が変遷

したなどと述べるＣの供述について、その説明が直ちに不合理なものという

ことはできない。本件各動産を本件貸金庫に保管するに至った経緯に関する

原告の供述は、Ｈ銀行貸金庫や本件貸金庫の開閉を行ったＣの供述に依拠す

るものであるから、原告の供述についても、同様に不合理なものということ

はできない。さらに、本件指輪をその祖母から形見分けとして譲り受けたこ

とに関する原告の供述は、前記（３）のとおり、Ｆも原告がその祖母から指

輪を譲り受けたことを認めているなど一応の裏付けはある上、一定程度の具

体性を有しているといえる。 

そうすると、被告の指摘する点を十分に踏まえても、原告やＣの各供述を

全体としてみれば、これらを信用することができるというべきであり、上記

の被告の主張は、採用することができない。 

（５）以上によれば、本件各動産の所有権は原告に帰属すると認めることができ

るから、原告は、本件差押処分の取消しを求めるにつき原告適格を有する。 

４ 本件差押処分の適法性について 

前記３のとおり、本件各動産の所有権が原告に帰属し、Ａには帰属してない

以上、これを前提とする本件差押処分は違法であることは明らかである。 

５ 以上のとおり、本件差押処分を取り消すこととし、訴訟費用の負担について、

行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

福岡地方裁判所第１民事部 

裁判長裁判官     田中哲郎 
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裁判官     高橋信慶 

裁判官     熊谷浩明 
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